
定量的な省エネ量の試算について
（事務局試算（案））

平成２７年２月１７日
資源エネルギー庁

省エネルギー対策課

※省エネ量試算の前提

省エネ量の試算に際しては、将来のエネルギー需要等を中長期の経済財政に関す
る試算（経済成長）、国立社会保障・人口問題研究所における試算（人口等）や低炭
素社会実行計画における主要業種の生産量等の各種指標を参照しつつ、省エネ量
試算作業を実施するためのものとして仮置き。今後、長期エネルギー需給見通し小
委員会における議論を踏まえつつ変動しえるものである。
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業
種

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳については精査中 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

鉄
鋼
業

電力需要設備効率の改善
粗鋼生産量あたり
電力消費2005年比

3%改善
43.0 43.0 －

製鉄所で電力を消費する設備について､高効率な設備に更新する(酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ
高効率化更新､ﾐﾙﾓｰﾀAC化､送風機･ﾌｧﾝ･ﾎﾟﾝﾌﾟ動力削減対策､

高効率照明の導入､電動機･変圧器の高効率化更新等)。

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの製鉄所での
ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ拡大

廃ﾌﾟﾗ利用量
42万t

廃ﾌﾟﾗ利用量
100万t 49.4 － －

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
(平成7年法律第112号)に基づき回収された廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等をｺｰｸｽ炉で
熱分解すること等により有効活用を図り､石炭の使用量を削減する｡

次世代ｺｰｸｽ製造技術（SCOPE21）
の導入

1基 9基 41.6 － 36.0 ｺｰｸｽ製造ﾌﾟﾛｾｽにおいて､石炭事前処理工程等を導入することにより
ｺｰｸｽ製造に係るｴﾈﾙｷﾞｰ消費量等を削減する｡

発電効率の改善
共火：16%
自家発：14%

共火：84%
自家発：82% 40.3 － －

自家発電（自家発）及び共同火力（共火）における発電設備を
高効率な設備に更新する｡

省ｴﾈ設備の増強

例
低圧損TRT 82%
高効率CDQ  93%
低圧蒸気回収 95%

100% 80.8 － －
高炉炉頂圧の圧力回収発電（TRT）､ｺｰｸｽ炉における顕熱回収（CDQ）

といった廃熱活用等の省ｴﾈ設備の増強を図る｡

革新的製銑ﾌﾟﾛｾｽ
(ﾌｪﾛｺｰｸｽ)の導入

0基 5基 19.4 － 19.4
低品位石炭と低品位鉄鉱石を原料とした革新的なｺｰｸｽ代替還元剤
(ﾌｪﾛｺｰｸｽ)を用い､高炉内還元反応の高速化･低温化することで､

高炉操業ﾌﾟﾛｾｽのｴﾈﾙｷﾞｰ消費を約10%削減する｡

環境調和型製鉄
ﾌﾟﾛｾｽ(COURSE50)の導入

0基 1基 5.4 － －
製銑ﾌﾟﾛｾｽにおいて､高炉ｶﾞｽCO2分離回収､未利用中低温熱回収､

ｺｰｸｽ改良､水素増幅､鉄鉱石水素還元といった技術を統合し
CO2排出量を抑制する革新的製鉄ﾌﾟﾛｾｽ。

鉄鋼業 計 279.8 43.0 55.4

化
学
工
業

石油化学の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入 35% 100% 9.8 － 9.8
分解炉等でｴﾁﾚﾝを生産する石油化学分野において、
世界最高水準であるBPT（Best Practice Technologies）の

普及により、ｴﾈﾙｷﾞｰ効率を向上。

その他化学製品の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術
の導入

苛性ｿｰﾀﾞ、蒸気
発生施設 20%
その他化学の効率
向上 40%

100%

100%

44.6 6.2 14.4 石油化学以外の化学分野において、BPTの普及や排出ｴﾈﾙｷﾞｰの回収技術、
設備・機器効率の改善、ﾌﾟﾛｾｽ合理化等による省ｴﾈを達成する。

膜による蒸留ﾌﾟﾛｾｽの省ｴﾈﾙｷﾞｰ化
技術の導入

0% 4% 12.4 － 12.4 蒸留ﾌﾟﾛｾｽに｢分離膜技術｣を導入することにより、蒸留塔における
処理ｴﾈﾙｷﾞｰの大幅な削減を図る技術｡

二酸化炭素原料化技術の導入 0基 1基 0.5 － 0.5 二酸化炭素等を原料にﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料等基幹化学品を製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

非可食性植物由来原料による
化学品製造技術の導入

0基 1基 2.9 － 2.9 非可食性ﾊﾞｲｵﾏｽ原料から機能性及びコストの両面で
競争力のある化学品を一気通貫で製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

微生物触媒による創電型廃水処理
技術の導入

0% 10% 1.4 1.4 － 工場廃水を対象として、発電しながら廃水処理を行う技術。

密閉型植物工場の導入 0% 20% 5.4 5.4 － 植物機能を活用した生産効率の高い省ｴﾈﾙｷﾞｰ物質型生産技術を確立。

化学工業 計 77.0 13.0 40.0

産業・転換部門

※

※

※

※

※

※印を付した対策の全て又は一部は、統計上、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減量としては計上しないが、相当分が転換部門において一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減に寄与するものとなる。

※



業
種

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳については精査中 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

窯
業
・土
石
製
品
製
造
業

従来型省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の導入
排熱発電 ｽﾗｸﾞ粉砕
ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗ ｾﾊﾟﾚｰﾀ改善
竪型石炭ﾐﾙ

－ － 1.7 1.1 0.6 粉砕効率を向上させる設備、ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗｰ、排熱発電の導入等の
ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ技術の最大導入に努める。

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替廃棄物（廃ﾌﾟﾗ等）利用
技術の導入

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

166万t

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

168万t
1.3 ‐0.5 1.8 従来の設備を用いて熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替として廃棄物を利用する技術。

革新的ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 50.0% 15.1 － 15.1 ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽで最もｴﾈﾙｷﾞｰを消費するｸﾘﾝｶの焼成工程において、
焼成温度低下等を可能とする革新的な製造ﾌﾟﾛｾｽ技術。

ｶﾞﾗｽ溶融ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 5.4% 5.0 ‐0.6 5.6 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ等による高温を利用し､瞬時にｶﾞﾗｽ原料をｶﾞﾗｽ化することで
効率的にｶﾞﾗｽを気中で溶融し、省ｴﾈを図るﾌﾟﾛｾｽ技術

窯業・土石製品製造業 計 23.1 0.0 23.1

パ
ル
プ
・
紙
・紙
加

工
品
製
造
業

高効率古紙ﾊﾟﾙﾌﾟ製造技術の導入 11% 40% 3.6  3.6 －
古紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工程において､古紙と水の攪拌･古紙の離解を従来型よりも
効率的に進めるﾊﾟﾙﾊﾟｰを導入し､稼働ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を削減する｡

高温高圧型黒液回収ﾎﾞｲﾗの導入 49% 69% 5.9 － －
濃縮した黒液(ﾊﾟﾙﾌﾟ廃液)を噴射燃焼して蒸気を発生させる黒液回収ﾎﾞｲﾗで､

従来型よりも高温高圧型で効率が高いものを更新時に導入する｡

パルプ・紙加工品製造業 計 9.5 3.6 0.0

業
種
横
断
・そ
の
他

高効率空調の導入 － － 24.5  18.2 6.3
工場内の空調に関して､燃焼式、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式の空調機の高効率化を図る｡

（APF 2012→2030年度）
吸収式冷凍機 1.35→1.4、ｶﾞｽﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 2.16→2.85、HP式空調機 4.56→6

産業HP（加温・乾燥）の導入 0% 3.5% 32.4 ‐7.3 39.7 食料品製造業等で行われている加温･乾燥ﾌﾟﾛｾｽについて､
その熱を高効率のﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟで供給する｡

産業用照明の導入 6% 100% 108.0 108.0 － LED・有機ELを用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

低炭素工業炉の導入 42% 244.0 61.0 183.0 従来の工業炉に比較して熱効率が向上した工業炉を導入｡

産業用ﾓｰﾀの導入 0% 43% 153.0 153.0 － ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度への追加等により性能向上を図る｡

高性能ﾎﾞｲﾗの導入 14% 71% 173.3 － － 従来のﾎﾞｲﾗと比較して熱効率が向上したﾎﾞｲﾗを導入｡

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙﾌﾚｰｸ直接利用 － － 2.2 － 2.2 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙﾌﾚｰｸによる直接利用技術の開発により、
素材加工費及びﾍﾟﾚｯﾄ素材化時の熱工程を削減する。

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ建機の導入 2% 32% 16.0 － 16.0 ｴﾈﾙｷﾞｰ回生ｼｽﾃﾑや充電ｼｽﾃﾑにより電力を蓄え､油圧ｼｮﾍﾞﾙ等の
中型・大型建機のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ化を行い省ｴﾈを図る｡

業種横断・その他 計 753.4 332.8 247.2

工
場

エ
ネ
マ
ネ

産業部門における徹底的な
ｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 FEMSの活用、省ｴﾈ診断等により運用改善を図る。

産業・転換部門 計 1,142.8 392.4 365.7

※

※

※印を付した対策は、統計の整理上、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減量としては計上しないが、
相当分が転換部門において一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減に寄与するものとなる。

うち、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 758.1
うち、一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 384.6



業務部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳については精査中

概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

建
築
物

建築物の省エネ化
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

22% 39% 604.5  307.1 297.4

新築建築物について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置
を講ずるほか、既築も含めた建築物への断熱性能等の高い建材等の導入を促進する。
(普及率は外壁・窓等の断熱化等、一定の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を確保している建築物の割合)

※１．省ｴﾈ量には建築物の増改築等に伴う給湯、照明設備の更新も含んでいる。

給
湯

業務用給湯器の導入
潜熱回収型給湯器
業務用ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器
高効率ﾎﾞｲﾗ

7% 42% 44.5 14.6 29.9
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯機､潜熱回収型給湯器といった高効率な給湯設備の導入を推進する｡

※２．省ｴﾈ量には建築物の増改築等に伴う給湯設備の更新も含んでいる。

照
明

LED照明・有機ELの導入 9% 100% 238.0  238.0 －
LED・有機ELを用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

※３．省ｴﾈ量には建築物の増改築等に伴う照明設備の更新も含んでいる。

動
力

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の
省ｴﾈ性能向上

－ － 223.5  223.5 －

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準等により､以下の製品等を引き続き性能向上を図る｡（2012→2030年度）
複写機 消費電力 169kWh/台・年→106kWh/台・年

普及台数 342万台→370万台
ﾌﾟﾘﾝﾀ 消費電力 136kWh/台・年→88kWh/台・年

普及台数 452万台→489万台
高効率ﾙｰﾀ 消費電力 6083kWh台・年→10944kWh/台・年

普及台数 183万台→193万台
ｻｰﾊﾞ 消費電力 2229kWh/台・年→1515kWh/台・年

普及台数 302万台→326万台
ｽﾄﾚｰｼﾞ 消費電力 247kWh/台・年→137kWh/台・年

普及台数 724万台→783万台
電気冷蔵庫 消費電力 1390kWh/台・年→1239kWh/台・年

普及台数 233万台→233万台
自動販売機 消費電力 1131kWh/台・年→770kWh/台・年

普及台数 256万台→256万台

フ
ロ
ン

冷媒管理技術の導入 0% 83% 0.6 0.6 － 空調機

業
務

エ
ネ
マ
ネ

BEMSの活用、省ｴﾈ診断等
による業務部門における
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

6% 47% 239.0 121.8 117.2
建築物内の空調や照明等に関するﾃﾞｰﾀを常時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞし､

需要に応じた最適運転を行うことで省ｴﾈを図る技術、及びその他運用改善により省ｴﾈを図る。
（普及率はBEMSの普及率）

照明の効率的な利用 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 照度基準の見直し、省ｴﾈ行動の定着により、床面積あたりの照明量を削減。

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞを促進する。

自治体の建築物の省エネ化 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 地方公共団体による省エネの実施。

ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用の拡大 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ｴﾈﾙｷﾞｰを複数の事業所等で面的に活用することによりｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率を向上させる。

業務部門 計 1,327.4 885.4 442.1

※４．業務部門の省エネ量の合計においては、※１～３の重複分を排除して試算。



家庭部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳については精査中 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

住
宅

住宅の省エネ化
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

6% 30% 567.0 282.3 284.7

新築住宅について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置
を講ずるほか、既築も含めた住宅への断熱性能等の高い建材等の導入を促進する。
(普及率は外壁・窓等の断熱化等、一定の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を確保している住宅の割合)

※１．省ｴﾈ量には住宅の増改築等に伴う給湯、照明設備の更新も含んでいる。

給
湯

高効率給湯器の導入
潜熱回収型給湯器
CO2冷媒HP給湯機
太陽熱温水器
燃料電池

400万台 1,400万台

180.2 ‐0.7 180.9

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯機（右上段）､潜熱回収型給湯器（右中段）､家庭用燃料電池（右下段）
といった高効率な給湯設備の導入を推進する｡

※２．省ｴﾈ量には住宅の増改築等に伴う給湯設備の更新も含んでいる。

340万台 2,700万台

5.5万台 530万台

照
明

LED照明・有機ELの導入 9% 100% 212.0 212.0 －
LED・有機ELを用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

※３．省ｴﾈ量には住宅の増改築等に伴う照明設備の更新も含んでいる。

動
力

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の
省ｴﾈ性能向上

－ － 152.7 120.3 32.4

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準等により､以下の製品を引き続き性能向上を図る｡（2012→2030年度）
ｴｱｺﾝ （例：冷房） 消費電力 221kWh/台・年→180kWh/台・年

普及台数 2.71台/世帯→2.79台/世帯
ﾃﾚﾋﾞ （例：32V型以上） 消費電力 79kWh/台・年→63kWh/台・年

普及台数 0.47台/世帯→1.29台/世帯
冷蔵庫 （例：300L以上） 消費電力 272kWh/台・年→227kWh/台・年

普及台数 0.82台/世帯→0.94台/世帯
DVDﾚｺｰﾀﾞ 消費電力 40kWh/台・年→35kWh/台・年

普及台数 1.37台/世帯→1.63台/世帯
電子計算機 消費電力 0.9kWh/台・年→0.9kWh/台・年

普及台数 1.29台/世帯→1.83台/世帯
磁気ﾃﾞｨｽｸ装置 消費電力 0.005W/GB→0.005W/GB

普及台数 2.80台/世帯→3.34台/世帯
ﾙｰﾀ 消費電力 388kWh/台・年→388kWh/台・年

普及台数 0.5台/世帯→1台/世帯
電子ﾚﾝｼﾞ 消費電力 69kWh/台・年→69kWh/台・年

普及台数 1.06台/世帯→1.08台/世帯
ｼﾞｬｰ炊飯器 消費電力 83kWh/台・年→83kWh/台・年

普及台数 0.69台/世帯→0.69台/世帯
ｶﾞｽｺﾝﾛ ｶﾞｽ消費 570Mcal/台・年→546Mcal/台・年

普及台数 0.92台/世帯→0.88台/世帯
温水便座 消費電力 151kWh/台・年→109kWh/台・年

普及台数 1.04台/世帯→1.24台/世帯
ｶﾞｽｽﾄｰﾌﾞ ｶﾞｽ消費 5823Mcal/台・年→5565Mcal/台・年

普及台数 0.06台/世帯→0.05台/世帯
石油ｽﾄｰﾌﾞ 石油消費 720L/台・年→716L/台・年

普及台数：0.74台/世帯→0.54台/世帯

家
庭

エ
ネ
マ
ネ

HEMS・ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰを
利用した家庭部門における
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

0.2% 100% 178.3 178.3 －
住宅内の空調や照明等に関するﾃﾞｰﾀを常時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、見える化すると同時に、

需要に応じた最適運転を行うHEMS(Home Energy Management System)
の導入によりｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を削減

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの促進や家庭ｴｺ診断を実施し、その効果の波及を図り、
分かりやすい情報提供と省ｴﾈ行動の変革を促進する。家庭ｴｺ診断の実施 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中

家庭部門 計 1,238.3 761.8 476.5

※４．家庭部門の省エネ量の合計においては、※１～３の重複分を排除して試算。



運輸部門

用
途

省エネルギー対策名

導入実績
導入・普及
見通し

省エネ量
万kL

内訳については精査中 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

単
体
対
策

燃費改善
次世代自動車の普及

HEV
3% 29%

988.6
精査中

‐118.0 1106.6

ｴﾈﾙｷﾞｰ効率に優れる次世代自動車(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車(HEV)、
電気自動車(EV)､ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車(PHEV)、

燃料電池自動車(FCV)、ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車(CDV))等
の導入を支援し普及拡大を促進する。

また、燃費基準(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準)等により、引き続き車両の性能向上を図る。

EV 0%
PHEV  0% 16%

FCV   0% 1%

CDV   0% 4%

そ
の
他

交通流対策等 －
325.6

精査中
0.3 325.3

交通流対策の推進、
公共交通機関の利用促進等、

ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ、
港湾の最適な選択による貨物の陸上輸送距離の削減、

港湾における総合的な低炭素化、
ﾄﾗｯｸ輸送の効率化、

鉄道・船舶・航空のｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率の向上、
ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進、

自動運転の推進等により省ｴﾈを図る。

運輸部門 計 1,314.2 ‐117.7 1,431.9


